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為替　ペソ相場は2010年11月初旬、欧州ソブリン問題の

再燃などを背景とするリスク回避の動きから下落に転じ

たが、市場がリスク選好の動きを取り戻すなか1月をボト

ムに再び上昇基調となった。足元は1ドル＝43ペソ台前半

で推移している（4/19：1ドル＝43.34ペソ）。

株価  株価指数は2010年11月4日、過去最高値の4397.3ポ
イントを記録した後、欧州ソブリン問題の再燃に伴うリ

スク回避の動きから下落に転じた。2月下旬、下落基調に

歯止めがかり、東日本大震災直後の混乱が一服した3月下

旬以降は、市場のリスク選好度の高まりに伴い上昇ペー

スが加速した（4/19：4245.21ポイント）。

金利　中銀は3月24日の金融理事会で、政策金利を0.25％
ポイント引き上げることを決定した（翌日物借入金利：

4.25％、翌日物貸出金利：6.25％）。政策金利は2009年7
月以降、据え置かれていた。中銀のテタンコ総裁は「物

価上昇リスクは残っている。引き続き必要な金融政策を

講じる」として、追加利上げを示唆している。

　1月の輸出は前年比+11.8％と、前月（同+26.5％）から

伸びが鈍化した。品目別には主力の電子機器類、国別には

ASEAN、日本向けが低迷した。一方、輸入（同+23.7％）

は中間財を中心に高い伸びが続いたため、貿易収支は▲

13.0億ドルと、2年半ぶりの赤字幅となった。

　景気は回復基調を強めている。第4四半期の実質GDP成
長率は前年比7.1％と、前期（同6.3％）から加速した。前

期比では3.0％と、マイナスをつけた前期（▲0.8％）から

プラスの伸びに転じた。

　需要項目別にみると、海外労働者送金（OFW）などに

支えられた個人消費が前年比+7.0％と、前期（同+4.1％）

から一段と加速したほか、固定資本形成（同+13.7％）が

引き続き二桁の伸びを維持した。一方、輸出（同

+21.1％）の鈍化、輸入（同+21.8％）の加速で、純輸出

の寄与度は3 四半期ぶりのマイナスとなった。

　産業別には鉱業（同+15.5％）の伸びが加速したほか、

製造業（同+8.9％）も前期並みの高い伸びが持続した。

また農業（同+5.4％）が5四半期ぶりにプラスの伸びに転

じた。

　この結果、2010年通年の伸びは同7.3％と前年

（1.1％）から大幅に加速した。
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　3月の消費者物価上昇率は前年比4.3％と、前月（同

4.3％）から横ばいで推移した。ウェイトの大きい食料品

は同4.4％と、前月（同4.2％）から加速したが、燃料・光

熱費・水道が同7.3％と5カ月ぶりに一桁台の伸びへ低下

し、全体の伸びを抑制した。
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１．年・四半期

2007 2008 2009 2010 10 Q2 10 Q3 10 Q4 11 Q1

実質ＧＤＰ成長率 (%) 7.1 3.7 1.1 7.3 8.2 6.3 7.1

製造業生産指数 142.4 148.7 129.1 150.9 148.5 153.6 164.8

(2000=100) (▲3.4) (4.4) (▲13.2) (16.7) (20.4) (13.0) (8.7)

自動車販売台数（台） 117,903 124,449 132,444 168,490 43,438 44,754 41,589 36,293

(18.5) (5.6) (6.4) (27.2) (38.6) (33.7) (6.5) (▲6.2)

消費者物価指数 141.8 155.0 160.0 166.1 165.8 166.5 167.3 171.2

(2000=100) (2.8) (9.3) (3.2) (3.8) (4.2) (3.8) (2.9) (4.1)

卸売物価指数 178.7 199.9 191.6 202.9 202.0 201.1 206.9

(1998=100) (3.1) (11.8) (▲4.1) (5.9) (6.7) (3.8) (4.3)

生産者物価指数 168.4 175.3 172.9 164.2 163.4 163.0 161.8

(2000=100) (▲0.7) (4.1) (▲1.4) (▲5.0) (▲5.5) (▲6.6) (▲6.5)

失業率(%)* 7.2 7.5 7.4 7.3 8.0 6.9 7.1 7.4

政府財政収支(百万ペソ） ▲12,441 ▲68,117 ▲298,532 ▲314,458 ▲62,550 ▲63,059 ▲54,670

◎対外債務残高（百万$）** 55,470 54,328 54,856 60,048 60,048

(対GNP比、%) (35.4) (29.3) (29.7) (27.8) (27.8)

Debt Service Ratio(%) 10.1 9.7 10.4 8.8 8.8

輸　出（FOB、百万$） 50,466 49,078 38,436 51,432 12,391 14,588 13,123

(前年比） (6.4) (▲2.8) (▲21.7) (33.8) (33.3) (39.9) (21.7)

輸　入（FOB、百万$） 55,514 56,746 43,092 54,721 13,499 13,705 14,783

(前年比） (7.2) (2.2) (▲24.1) (27.0) (25.2) (21.1) (29.7)

貿易収支    （　〃　） ▲5,048 ▲7,669 ▲4,656 ▲3,289 ▲1,108 883 ▲1,660

経常収支    （　〃　） 7,112 3,627 9,358 8,465 1,775 3,307 2,172

◎外貨準備（除く金、〃） 30,210 33,193 38,783 55,363 41,844 46,360 55,363 58,903

政策金利（翌日物貸出金利） 7.25 7.50 6.00 6.00 6.00 6.00 6.00 6.25

◎マネーサプライ*** 31,744 36,684 39,740 43,968 39,722 40,561 43,968

(M3、億ペソ) N.A. (15.6) (8.3) (10.5) (10.3) (10.5) (10.5)

◎ＴＢレート(%) 3.7 6.1 3.9 0.8 3.9 4.0 0.8 1.1

※対米ドル為替相場 46.15 44.32 47.68 45.09 45.54 45.22 43.62 43.79

◎総合株価指数 3,621.6 1,872.9 3,052.7 4,201.1 3,372.7 4100.1 4201.1 4055.1

（注） ◎印：期末値、※印：期中平均値。下段は前年同期比伸び率（％）。
            **2009年以前の対外債務残高、Debt Service ratioは暦年ベースのみ。
           ***マネーサプライは2007年3月から新基準系列。
(資料) National Statistical Coordination Board, National Statistics Office,
       フィリピン中央銀行,”Selected Philippine Economic Indicators”,
       IMF“International Financial Statistics”, ADB,“Asian Development Outlook”等
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２．月次

10/07 10/08 10/09 10/10 10/11 10/12 11/1 11/2 11/3

実質ＧＤＰ成長率 (%) 　└── 6.3 ──┘ 　└── 7.1 ──┘

製造業生産指数 152.6 155.3 152.8 161.5 163.7 169.3 161.7

(2000=100) (15.1) (16.4) (7.8) (9.0) (8.6) (8.5) (21.9)

自動車販売台数（台） 15,972       14,335       14,447       14,317       13,523       13,749       11,046       11,472       13,775       

(37.7) (35.6) (27.8) (12.2) (6.5) (1.1) (▲6.1) (▲8.7) (▲4.2)

消費者物価指数 166.4 166.8 166.4 166.1 167.5 168.4 169.8 171.6 172.1

(2000=100) (3.9) (4.0) (3.5) (2.8) (3.0) (3.0) (3.6) (4.3) (4.3)

卸売物価指数 200.5 201.6 201.2 203.1 207.5 210.2 214.4

(1998=100) (4.2) (3.7) (3.6) (3.5) (4.4) (5.1) (6.5)

生産者物価指数 164.2 162.9 161.9 161.5 160.9 163.0 165.5 165.0

(2000=100) (▲5.4) (▲7.3) (▲7.0) (▲6.3) (▲7.2) (▲5.9) (▲3.4) (▲1.4)

失業率(%) 6.9 7.1 7.4

政府財政収支(百万ペソ） ▲32,694 1,319 ▲31,684 ▲10,514 482 ▲44,638 13,424 ▲21,490

◎対外債務残高（百万$） 60,048

(対GNP比、%) (27.8)

Debt Service Ratio(%) 8.8

輸　出（FOB、百万$） 4,504 4,759 5,325 4,776 4,146 4,201 4,000 3,864

(前年比） (35.9) (37.0) (46.4) (27.4) (11.5) (26.5) (11.8) (8.2)

輸　入（FOB、百万$） 4,679 4,452 4,573 4,890 4,944 4,949 5,302

(前年比） (16.2) (23.1) (24.6) (28.4) (35.3) (25.7) (23.7)

貿易収支    （　〃　） ▲175 307 751 ▲114 ▲798 ▲748 ▲1,302

経常収支    （　〃　） 704 949 1,654 1,090 382 700

◎外貨準備（除く金、〃） 42,373 42,849 46,360 50,342 53,652 55,363 56,959 56,920 58,903

政策金利（翌日物貸出金利） 6.00 6.00 6.00 6.00 6.00 6.00 6.00 6.00 6.25

◎マネーサプライ 39,146 39,222 40,561 40,266 41,439 43,968 41,792 42,146

(M3、億ペソ) (10.2) (8.6) (10.5) (7.7) (7.5) (10.6) (9.6) (9.8)

◎ＴＢレート(%) 4.0 3.9 4.0 3.6 0.8 0.8 0.7 1.7 1.1

※対米ドル為替相場 46.27 45.16 44.23 43.38 43.55 43.93 44.21 43.68 43.49

◎総合株価指数 3,427.0 3,566.2 4,100.1 4,268.7 3,953.7 4,201.1 3,881.5 3,766.7 4,055.1

（注） ◎印：期末値、※印：期中平均値。下段は前年同期比伸び率（％）。2011年2月の貿易統計で公表済は輸出のみ。
(資料) National Statistical Coordination Board, National Statistics Office,
       フィリピン中央銀行,”Selected Philippine Economic Indicators”,
       IMF“International Financial Statistics”, ADB,“Asian Development Outlook”等

（照会先：経済調査室　福永　雪子　yukiko_3_fukunaga@mufg.jp）
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